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第一章 保守業務概要 

 

１  契約件名   

境海上保安部（隠岐諸島を除く）航路標識保守業務  

 

２  履行場所   

出雲日御碕灯台ほか 15 箇所  

 

３  履行期間  

  令和７年４月１日から令和８年３月２７日まで 

 

４  概  要    

本業務は、境海上保安部（隠岐諸島を除く）が管理する光波標識（灯台及び照射

灯）及びその付属設備等において、その運用を確実に行うことを目的として、機器

及び施設の点検保守業務を行うものである。  

 

５  管理事務所等  

 (1) 管理者  

境海上保安部 交通課 

    〒684-0034 鳥取県境港市昭和町 9-1 境港港湾合同庁舎 

     電話 0859（42）2534 

(2) 発注元  

第八管区海上保安本部  交通部  整備課  

   〒 624-8686 京都府舞鶴市字下福井 901 舞鶴港湾合同庁舎  

    電話  0773（ 76） 4100 
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第二章  航路標識保守業務共通仕様書 

 

第１節 総  則 

 

1.1 適  用 

 本仕様書は、海上保安庁が管理する光波標識及びその付属施設（以下、「航路標

識」という。）の運用を確実に行うために実施する保守業務（以下、「保守業務」

という。）を外注する場合において、保守業務にかかる必要な事項を定めたもので

ある。  

 契約図書は、相互に補完し合うものとする。  

ただし、本仕様書又は特記仕様書等の間に相違がある場合の優先順位は、次の①

から⑤の順位とし、これにより難い場合は、 1.2 (14)「協議」による。  

①  契約書  

②  質問回答書  

③  現場説明書  

④  特記仕様書（本仕様書  P,10～）  

⑤  共通仕様書（本仕様書  P,2～ P,9）  

 

1.2 用語の定義 

本仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。  

(1)「発注者」とは、契約書に規定する支出負担行為担当官若しくは分任支出負担

行為担当官又は契約担当官若しくは分任契約担当官をいう。  

(2)「受注者」とは、保守業務の実施に関し、発注者と請負契約を締結した個人若

しくは会社その他の法人の代表者をいう。  

(3)「管理責任者」とは、契約書に規定する管理責任者をいう。  

(4)「受注者等」とは、受注者又は管理責任者をいう。  

(5)「監督職員」とは、契約書に規定する監督職員をいう。  

(6)「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。  

(7)「契約書」とは、航路標識保守業務請負契約書をいう。  

(8)「設計図書」とは、仕様書、現場説明書及び質問回答書をいう。  

(9)「仕様書」とは、本仕様書及び特記仕様書（これらにおいて明記されている適

用すべき諸基準を含む。）を総称していう。  

(10)「現場説明書」とは、保守業務の入札に参加する者に対して、発注者が業務の

契約条件を説明するための書類をいう。  
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(11)「質問回答書」とは、現場説明書及び仕様書に関する入札参加者からの質問書

に対して、発注者が回答する書面をいう。  

(12)「指示」とは、監督職員が受注者等に対し、業務の遂行上必要な事項について、

書面又は口頭により示し、実施させることをいう。  

(13)「承諾」とは、受注者等が監督職員に対し書面を申し出た事項について、監督

職員が書面をもって了解することをいう。  

(14)「協議」とは、協議事項について、監督職員と受注者等が結論を得るために合

議し、その結果を書面によって示すことをいう。  

(15)「書面」とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、署名又

は押印したものを有効とする。緊急を要する場合は、ファクシミリ又はＥメール

等により伝達できるものとするが、後日、有効な書面と差し換えるものとする。  

(16)「機器」とは、航路標識に設置された装置をいう。  

(17)「施設」とは、航路標識の機器以外をいう。  

(18)「付属施設」とは、光波標識の運用を補助する設備をいう。  

(19)「保守作業」とは、現場において航路標識の点検、整備等を行うことをいう。  

(20)「点検」とは、航路標識の障害の発生を未然に防ぐため、あらかじめ点検等の

時期を定めて定期的に行う保守業務をいう。  

(21)「整備」とは、調整、手入れ、部品等交換及び試験を行うことにより、航路標

識の機能を保つための作業（点検を除く。）をいう。  

(22)「調整」とは、機器に定められた調整箇所を操作し、機能を正常化するための

作業をいう。  

(23)「手入れ」とは、汚れ、つまり、付着等がある部品又は点検部の清掃、消耗品

の交換、オイル、水等の補充及びグリスの塗布をいう。  

(24)「部品等交換」とは、部品又はユニット等を交換する作業（手入れを除く。）

をいう。  

(25)「試験」とは、調整、手入れ及び部品等交換の作業後に行う機能確認をいう。  

 

1.3 点検者  

(1) 受注者等は、保守業務の履行に必要な技術知識、経験を有する者を点検技術者

及び点検技術員（以下、総称して「点検者」という。）にあてるものとする。  

(2) 点検技術者とは、現場における保守作業の責任者であって、点検技術員に保守

作業の指導等を行う者をいう。なお、点検技術者は管理責任者を兼ねることはで

きない。  

点検技術者は、航路標識機器、その関連機器、その他これらと同等以上の機器

の製造、設置、調整又は保守業務に１０年以上従事した経験を有する者であって、
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次の①、②いずれかの資格要件に該当する者であること。  

①  電気工事士法（昭和 35 年法律第 139 号）に定める第一種電気工事士以上の

資格又は第二種電気工事士を取得後５年以上の実務経験を有する者。  

②  短期大学、高等専門学校その他これらと同等以上の教育施設において、電気、

電子工学に関する科目を修めて卒業した者。  

(3) 点検技術員とは、点検技術者の指導のもと保守業務に従事する者をいう。  

点検技術員は、航路標識機器、その関連機器、その他これらと同等以上の機

器の製造、設置、調整又は保守業務に５年以上従事した経験を有する者であっ

て、次の①、②いずれかの資格要件に該当する者であること。  

①  電気工事法（昭和 35 年法律第 139 号）に定める第二種電気工事士以上の資

格を有する者。  

②  高等学校において、電気、電子工学に関する科目を修めて卒業した者。  

 

1.4 提出書類  

(1) 受注者等は、発注者が指定した様式により、指定期日までに関係の書類を提出

しなければならない。  

(2) 受注者等が発注者に提出する書類で、様式が定められていないものは、受注者

等において様式を定め提出する。  

(3) 口頭による指示、報告、打合せ等における議事録については、受注者がこれを

作成し、書面にて監督職員に提出する。  

 

1.5 打合せ等  

(1) 業務を適正かつ円滑に実施するため、管理責任者と監督職員は常に綿密な連絡

をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとする。  

(2) 管理責任者は、設計図書に定めのない事項について疑義が生じた場合、速やか

に監督職員と協議しなければならない。  

 

1.6 業務計画書  

受注者等は、契約締結後、速やかに業務計画書を作成し、監督職員に提出して承

諾を得なければならない。  

なお、業務計画書には、次の事項を記載する。  

(1) 業務内容  

(2) 全体工程表  

(3) 履行体制  

①  点検組織  
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②  点検構成  

③  点検者が有する資格等  

④  履行体制  

⑤  使用船舶  

⑥  連絡体制  

⑦  準備計測器一覧  

(4) 安全管理  

(5) その他  

受注者等は、内容に変更が生じた場合は、監督職員に承諾を得なければならな

い。  

 

1.7 貸与品等  

(1) 受注者等は、特記仕様書に記載のある図書、予備品及び測定器具類等を使用す

ることができる。  

(2) 受注者等は、前項の規定により図書、予備品及び測定器具類等を使用する場合

は、事前に監督職員の承諾を得るものとし、予備品の使用については、その内容

を点検記録表に記載する。  

(3) 支給品は特記仕様書による。  

(4) 貸与品等に損傷等を与えた場合においては、受注者の負担において修理又は現

物賠償するものとする。  

 

1.8 受注者の負担の範囲  

(1) 保守作業に必要な工具、消耗品又は材料、油脂等は受注者が負担する。  

(2) 清掃に必要な資機材は、受注者が負担する。  

(3) 共通及び特記仕様書に示したもの以外で保守業務に必要なものは、受注者が負

担する。  

 

1.9 保守作業の実施  

(1) 点検者は、保守作業の実施に適した服装とし、腕章等により身分を明確に表す

ものとする。また、常に環境の整備等に留意するものとする。  

(2) 点検者は、常に設備等の表示及び警報音等に留意し、その状態を把握しておく

ものとする。  

(3) 保守作業の実施に当たっては、航路標識の運用を休止させてはならない。ただ

し、監督職員の承諾を得た場合は、この限りでない。  

(4) 受注者等は、台風、豪雨、積雪及び地震等、その他天災に対しては、平素から
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予報等に充分な注意を払う。  

 

1.10 休日又は夜間における作業  

 管理責任者は、業務実施の都合上、休日又は夜間に作業を行う必要がある場合は、

あらかじめ監督職員に承諾を得なければならない。  

 

1.11 業務の一時停止  

 発注者は、次の各号に該当する場合は必要と認める期間、保守業務の全部又は一

部の履行について、一時中止を指示することができる。  

(1) 天候又は災害等によって業務の遂行が困難と思われる場合。  

(2) 前項に掲げるもののほか、発注者が必要と認めた場合。  

 

1.12 臨機の措置  

(1) 受注者等は天候又は災害等によって、業務の遂行が困難と思われる場合は、監

督職員に報告する。  

(2) 受注者等は、業務の履行中において、施設等に異常箇所を発見した場合は、異

常箇所を調査し、監督職員に報告する。  

ただし、調査が困難な場合は、速やかに監督職員に報告する。  

 

1.13 安全等の確保  

(1) 点検者は、業務を履行するにあたり、常に安全管理に心掛け、感電、墜落事故

等に充分注意するものとし、必要に応じて保安防具等を着用する。  

(2) 災害及び事故が発生した場合は、人命の安全確保を優先とするとともに、２次

災害の防止に努め、その経緯を監督職員に報告する。  

 

1.14 諸  届  

受注者は、業務に必要な官公署等への届出を遅滞なく行わなければならない。な

お、諸届の必要がある航路標識については、特記仕様書に規定する。  

 

1.15 航路標識の損傷禁止  

 保守業務の履行に当たり、受注者の過失、その他受注者の責に帰すべき事由によ

り航路標識に損傷を与えた場合は、速やかに監督職員に報告するとともに受注者は

責任を持って復旧すること。  
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1.16 軽微な事項の実施  

 保守業務の履行に当たり、本仕様書に規定されていない軽微な事項について、業

務上当然必要となる事項については、契約の範囲内で受注者の責任において実施す

る。  

 

1.17 一括再委託等の禁止  

(1) 受注者は、契約書第８条の規定により、業務の全部又は主たる部分を一括して

第三者に委任し又は請け負わせてはならない。  

(2) 主たる部分とは、契約書第８条２項の規定により、業務遂行管理等の管理業務

及び航路標識の点検、整備等における技術的判断を必要とする業務とする。   

 

1.18 再委託承諾申請書の提出  

受注者は、業務の一部（「主たる部分」を除く。）を第三者に委任し、又は請け

負わせようとするとき（以下「再委託」という。）は、再委託承諾申請書（様式 1）

を提出し、承諾を得ること。  

ただし、当庁が本仕様書において指定しているもの及び軽微な業務を再委託する

場合は、この限りでない。  

なお、本業務については、「用船業等」及び「除草業等」は、軽微な業務とする。  

 

1.19 完了届の提出  

受注者は、四半期毎の作業終了後、遅滞無く、完了届を監督職員へ提出しなけれ

ばならない。  

 

1.20 検  査  

 受注者等は、上記完了届の提出後、「第３節  保守業務記録及び報告 3.2 提出書

類」を検査職員に提出し、検査を受けるものとする。  

 

1.21 請負代金の請求  

  受注者は、上記検査合格後、四半期毎の作業を完了した部分について、請負代金

を請求するものとする。  
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第２節 保守業務内容 

 

2.1 業務内容  

(1) 受注者等は、保守業務の実施までに事前打合せ（業務内容確認、連絡体制の確

認）を行う。  

(2) 別添点検整備要領（施設編、機器共通編、光波標識用機器編）により保守業務

を行う。なお、各航路標識の特殊事情による点検内容は、特記仕様書による。  

(3) 対象航路標識は、特記仕様書に規定する。  

(4) 手入れに必要な消耗品等は次によるほか、特記仕様書に規定する。  

①  ウエス、洗剤、洗油等  

②  潤滑油、グリス、充填油等  

③  ランプ等、ヒューズ類  

④  パッキン、ガスケット、Ｏリング等  

(5) 当該標識に付帯する電線路等の電気工作物及び巡回路等の除草、並びに除雪作

業等、具体的な保守業務の内容は特記仕様書に規定する。  

(6) 保守作業時に、機器の異常を発見し、部品等交換により復旧が見込める場合は、

監督職員に報告し、その指示を受けるものとする。  

(7) 周期は点検整備要領による。  

(8) 航路標識毎の点検周期は、特記仕様書の規定により、各点検は点検周期期日ま

での履行を原則とする。  

(9) 天候、災害等の事由により、点検周期内の点検を実施できなかったときは、契

約書の規定に従い通知を行うとともに、全体工程表の変更を申し出、監督職員の

承諾を受ける。  

 

2.2 遵守基準等  

 保守業務の履行にあたっては、本仕様書によるほか、次の各号に掲げる諸法規、

説明書等を遵守する。  

(1) 電気事業法及びこれに基づく政令等  

(2) 機器取扱説明書  

(3) その他、関係諸法令  
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第３節 保守業務記録及び報告 

 

3.1 一般事項  

 業務の結果は、航路標識ごとのデータ等を標準値と比較し、機器の状態変化等を

所見にとりまとめる。  

 

3.2 提出書類  

(1) 実績表  

(2) 航路標識点検記録表  

(3) 保守記録写真（カラー）  

 

3.3 実績表  

 実績表には、航路標識ごとに保守作業を行った年月日を記載し提出する。  

 

3.4 航路標識点検記録等  

 航路標識点検記録表及び点検データ入力方法は、契約締結後、別途配布するもの

による。  

 

3.5 保守記録写真（カラー）  

 保守記録用として、航路標識ごとに全景、作業状況及び日時を写し込んだ写真を

提出する。  

 

3.6 報  告  

受注者等は、保守作業の実施後、速やかに異常の有無を報告する。  

 

3.7 保守業務に関する調査  

 別に配布する実態調査要領に従い調査に協力する。なお、実施の有無については

特記仕様書で定める。  
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第三章 特記仕様書 

 

特記事項は、●印を適用する。なお、○印は適用しない。  

 

１  貸与品等  

(1) 予備品  ● 有   ○  無   

別紙１「標識一覧表」及び別紙６「定期交換部品一覧表」のとおり。  

(2) 支給品  ● 有   ○  無  

別紙１「標識一覧表」、別紙５「電球等交換周期一覧表」及び別紙６「定

期交換部品一覧表」のとおり。  

契約後、監督職員から受け取り、その際、交換時期の指示を受けること。  

(3) 図書   ● 有   ○  無  

別紙３「図書一覧表」のとおり。  

(4) 測定器具  ● 有   ○  無  

別紙４「貸与測定器一覧表」のとおり。  

(5) 提出書類  ● 有   ○  無   

 

貸与時等提出書類  提出時期  

貸与品借用書  貸与品受取時  

貸与品返還書  貸与品返還時  

 

２ 諸 届 

届出の必要がある航路標識    ○  有   ●  無  

 

３ 保守業務内容 

(1) 対象標識 

別紙１「標識一覧表」及び別紙２「所管標識位置図」による。 

(2) 点検周期 

別紙１「標識一覧表」による。 

(3) 設置機器 

別紙１「標識一覧表」による。 
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(4) 交換消耗部品等   

●  有  ○  無 

●  電球交換 別紙５「電球等交換周期一覧表」のとおり。  

①  電球以外の定期交換を実施する標識、交換時期は別紙６「定期交換部品一覧

表」により、部品の定期交換を実施する。 

② 電球断芯、黒化、白濁等異常を発見した場合は、電球の交換を行う事とし、以

降の交換予定日については監督職員の指示による。 

③ 電球交換後は、正常に動作する事を確認する。 

(5) 環境整備 

●  除草作業 

別紙７「環境整備標識一覧表」による。 

集草の処理  ○  廃棄処分 ●  集積 

実施回数   ●  １回   ○  ２回 

作業用具、安全用具及びその他必要経費は、受注者の負担とする。                   

(6) 特殊事情（航路標識等の事案、修繕工事等） 

  ○  有   ●  無 

    

４ 保守業務に関する調査 

   ○  有   ●  無 

 

５ その他 

(1) 航路標識点検記録表は、契約締結後、電子データ（ Microsoft＠Excel）にて別途

配付する。 

(2) 受注者等は、契約締結後 15 日以内に業務計画書を作成し、監督職員に２部提出し

承諾を得なければならない。 

(3) 共通仕様書「3.2 提出書類」による報告は、書面及び電子データ（Microsoft＠

Excel 等）にて提出する。 

(4) 監督職員の立会い 

原則として、標識の初回点検時においては、監督職員が施設及び機器等の現状確

認に立ち会う。 

(5) 現場写真 

写真は、原則としてデジタルカメラ（200 万画素以上）で撮影し、大きさはサービ

ス判とする。 

点検作業中に異常を発見した場合は、異常箇所が確認できる近景及び遠景写真を
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撮影する。 

(6) 使用船舶 

点検技術員等を輸送する船艇は、次のいずれかに該当するものとする。 

① 海上運送法第 20 条による不定期航路事業の届出を行った船舶 

② 海上運送法第 21 条による旅客不定期航路事業の許可を受けた船舶 

③ 受注者が商法第 704 条に基づく定期傭船契約を行い、手配した船舶 

④ 作業船で点検技術者等を輸送し得る定員を有する船舶 

(7) 保守業務を行う場合は、あらかじめ監督職員から各航路標識の機器、施設及び付

帯設備について、劣化・障害及び特性等の状況を聴取し、保守業務の参考とする。 

(8) 点検は、前回点検結果及び標準値と比較し、各測定値が正常であること及び各機

器の動作が通常の運用状態であることを確認する。 

なお、点検により測定値及び機器の動作等が通常の運用状態でないことを認めた

場合には、その状況把握に努めるとともに直ちに監督職員に報告後、その指示に従

う。 

また、障害等の内容を書面で提出する。 

(9) 施設の点検において、早急に修繕が必要な箇所を発見した場合、写真撮影を行い

監督職員に報告する。 

なお、現地において応急な措置が可能な場合は、監督職員に報告後、その措置を

行う。 

(10) 保守業務実施後、速やかに、点検結果の報告、鍵等の受け渡しに関し、監督職員

と事後打合せを行う。 

(11) 点検結果等は、共通仕様書「第３節 保守業務記録及び報告」に基づき、データ

を整理し、監督職員に２部提出する。 



１／２

【施設】 境海上保安部（隠岐諸島を除く）

門 囲障 構内舗床 階段 橋梁 船着場 貯槽 土留 枡類 縁石 境界標 その他

1 出雲日御碕灯台 島根県出雲市
35-26-02(01.5)
132-37-45(45.2)

石造（35.7m） 電源舎 1等 有 有 有 有 有 有 有
案内板
日時計

2 出雲日御碕サカグリ照射灯 島根県出雲市
35-26-03(02.8)
132-37-47(46.9)

鉄筋コンクリート造（10.8m） 有 副標

3 宇竜港権現島北東方照射灯 島根県出雲市
35-26-01(01.2)
132-38-17(16.7)

鉄筋コンクリート造（7m） 有 有 有 有 有

4 手結北西方照射灯 島根県松江市
35-32-32(31.6)
132-58-07(07.4)

パンザーマスト（H柱） ○ プラットホーム

5 多古港南西方照射灯 島根県松江市
35-35-54(53.5)
133-05-25(24.6)

鉄筋コンクリート造（8m） ○ 有 有 有 副標

6 瀬崎シャグリ照射灯 島根県松江市
35-35-41(40.5)
133-06-37(37.4)

鉄筋コンクリート造(6m） 有 有 有 有 有 有 副標

7 津ノ和鼻灯台 津ノ和鼻黒島照射灯併設

8 津ノ和鼻黒島照射灯 津ノ和鼻灯台併設

9 七類港九島灯台 七類港船島照射灯併設

10 七類港船島照射灯 副標 七類港九島灯台併設

11 美保関灯台 島根県松江市
35-34-02(02.28)
133-19-32(31.65)

石造（6.66m） 無線局舎 1等 有 有 有 有 有 案内板

12 美保関地ノ御前島照射灯 島根県松江市
35-34-03(02.5)
133-19-31(31.4)

鉄筋コンクリート造（5.5m）

13 泊北西方照射灯
鳥取県東伯郡湯

梨浜町
35-31-05(05.2)
133-56-23(22.9)

鉄筋コンクリート造（8.5m） 有 有 有 有

14 長尾鼻灯台 鳥取県鳥取市
35-32-12(12.0)
134-00-26(26.3)

鉄筋コンクリート造（10.4m） ○ 簡易 有 有 有 有 有

15 酒津港東三号防波堤灯台
酒津港東三号防波堤
西方照射灯併設

16
酒津港東三号防波堤
西方照射灯

酒津港東三号防波堤灯台併設

標　　識　　一　　覧　　表

有等灯ろう

工　　作　　物　　の　　有　　無

番号 灯　台　構　造標　　　識　　　名 所　在　地
北緯
東経

備考局　舎　等

環
境
整
備

鉄筋コンクリート造（8.5m）
35-34-52(52.3)
133-08-22(22.4)

島根県松江市

○

35-31-34(34.0)
134-05-18(17.5)

鳥取県鳥取市 鉄筋コンクリート造（8m）

鉄筋コンクリート造（10m）
35-34-52(51.7)
133-14-37(36.7)

島根県松江市 有有有

○ 有 有 有

有 有 有

有

別紙 １



２／２

【光波標識機器等】 境海上保安部（隠岐諸島を除く）

（別紙６）
定期交換部品

1四半期 2四半期 3四半期 4四半期
90日
周期

180日
周期

1年
周期

配電線
電柱
本数

亘長 各機器共通端子

1 出雲日御碕灯台 〇 〇 1 1
複合群せん白赤互光
毎２０秒に白２せん光と赤１せん光

メタルハライドランプ
点灯制御装置

本灯監視制御装置
1等 商用電源 MT250E-W/PG/N 発動発電機 架空線 1 28 CdS使用

船舶気象通報端局装置
特殊車輪

2 出雲日御碕サカグリ照射灯 〇
（電球交換）

1 不動白光 LM型灯器(60型150W) 商用電源 HQI-T150W/WDL 地下埋設 76 有 (灯台と共用) （船舶気象通報端局装置）

3 宇竜港権現島北東方照射灯 〇 1 不動白光 LM型灯器（30型35W） 商用電源 CDM-T35W/830
架空線
地下埋設

4 281 CdS使用

4 手結北西方照射灯 〇 1 不動白光 LM型灯器（30型35W） 商用電源 CDM-T35W/830 CdS使用 パンザーマスト上部に設置

5 多古港南西方照射灯 〇
（電球交換）

1 不動白光 LM型灯器（60型150W） 商用電源 HQI-T150W/WDL 架空線 5 273 有 CdS使用

6 瀬崎シャグリ照射灯 〇
（電球交換）

〇
（電球交換）

〇
（電球交換）

〇
（電球交換）

2 1 1 不動白光 キセノン灯器 商用電源 UXL-500S-1A 有 有線式灯台監視装置

7 津ノ和鼻灯台 〇 1
群明暗白光　明３秒暗１秒
明１秒暗１秒

LED灯器（高光度） 商用電源 LED
蓄電池
(FVL-150)

架空線 11 471 津ノ和鼻黒島照射灯併設

8 津ノ和鼻黒島照射灯 〇 1 不動白光
LED照射灯用灯器

（LPL-1）
商用電源 LED 津ノ和鼻灯台併設

9 七類港九島灯台 〇 1
群せん白光
毎１３秒に３せん光

LED灯器（高光度） 商用電源 LED
蓄電池
(FVL-150)

架空線 22 878
有線式灯台監視装置
七類港船島照射灯併設

10 七類港船島照射灯 〇
（電球交換）

1 不動白光 LM型灯器（30型150W） 商用電源 HQI-T150W/WDL 有 CdS使用 七類港九島灯台併設

11 美保関灯台 〇 〇 1 1 単閃白光　毎１２秒に１閃光
LB-M60型灯器

本灯監視制御装置
商用電源 HCI-TS150W/NDL/PB 発動発電機 地下埋設 100 CdS使用 船舶気象通報端局装置

12 美保関地ノ御前島照射灯 〇
（電球交換）

1 不動白光 LM型灯器（60型150W） 商用電源 HQI-T150W/WDL 地下埋設 36 有 CdS使用 （船舶気象通報端局装置）

13 泊北西方照射灯 〇 1 不動白光
LED照射灯用灯器

（LPL-1）
商用電源 LED 架空線 1 11 有線式灯台監視装置

14 長尾鼻灯台 〇 〇
（電球交換）

1 1 単閃白光　毎８秒に１閃光
LB-M60型灯器

無停電式灯台自動
制御装置

商用電源 HCI-TS150W/NDL/PB
蓄電池
(FVL-150)

架空線 38 有 船舶気象通報端局装置

15 酒津港東三号防波堤灯台 〇 1 単明暗緑光　明３秒暗１秒 LED灯器（Ⅲ型緑） 商用電源 LED 架空線 3 161
酒津港東三号防波堤
西方照射灯併設

16
酒津港東三号防波堤
西方照射灯

〇 1 不動白光 LM型灯器（20型35W） 商用電源 CDM-T35W/830 CdS使用 酒津港東三号防波堤灯台併設

※保守予定時期に電球交換を行わない場合は監督職員より連絡を行う。

標　　識　　一　　覧　　表

配電線路定　期　保　守　周　期

光　　　源
予備
電源

定期保守回数

番号 標　　　識　　　名 灯　　　　　質 管　制　器 備考
(別紙５)

電球交換
※

レンズ 電　　源

別紙 １



湖陵町

多伎町

神西湖

ロ田儀

神西沖町

久村

小田

大池

高見
平
山 高尾山

坂浦

小津

地合町

鵜峠

鼻高山

旅伏山

猪目 平田町

直江
菱根

川尻

園町

三津

矢城岳

桧ケ山

十六島

唯浦

釜浦

大社町

出 雲 市

いずもしまえ

古志

神
戸

川

外園

堀
川

鷺浦

宇龍

塩津

小伊津

河下

斐 川 町

島 根 県

Ｎ

（島根半島西部）

案内 図 　 S=1:100,000

出雲日御碕灯台

出雲日御碕サカグリ照射灯

宇竜港権現島北東方照射灯

別紙２－１　所管標識位置図（島根県）



詰坂山

小波

多古

佐波

三坂山

大平山

神堀山
御津

忠山

加賀

小具

片句

笹子

菅浦

七類

野井

笠浦

千酌

瀬崎

野波

枕木山

片江稲積

北浦

松江港

大 根 島

境　　港

米 子 市

美 保 湾

経塚山六坊魚瀬町
朝日山

涼山

恵曇町

古浦

境 港 市

まつえ

松 江 市

宍 道 湖

法田

布志名

浜乃木町

東津田町

中原町

茶臼山

古曽志
浜佐陀町

大橋川

朝酌町 大井町

大海崎町
市成

嵩山
上宇部尾町

和久羅山

八幡町 福井

天守閣

福富町

下意東

秋鹿町

本宮山

小中村
大江

下宇部尾

外江町

渡町

福浦

諸喰

稲荷山

軽尾雲津

手角町

長浜

美保関

野原町

本庄町

波入

入江

二子

遅江

小篠津町

和田町

高尾山

竹内町

河崎
彦名町

大崎

大海崎鼻

手結北西方照射灯

津ノ和鼻灯台
津ノ和鼻黒島照射灯

瀬崎シャグリ照射灯

七類港九島灯台
七類港船島照射灯

美保関灯台
美保関地ノ御前島照射灯

亀島灯台

案 内図 　 S=1:100,000

中 海

（島根半島東部）

Ｎ

多古港南西方照射灯

別紙２－２　所管標識位置図（島根県)



鉢伏山

毛無山

鳥 取 県

水尻気
白兎

宝木

橋津 気高町

酒津
伏野

岩美町

岩戸

湖山池

田後

立岩山

城山

陸上

鳥取砂丘

千
代

浜坂

北栄町

夏泊

浅津

泊 川

東郷池

宇野 字谷

湯梨浜町

茶臼山
松神

長和瀬
船磯青谷

網代

岩 美 郡

倉 吉 市

鳥 取 市

天
神

川

大茅山

鷲峰山

居組

蒲
生

川

牛ケ峰山

泊北西方照射灯

長尾鼻灯台

酒津港東三号防波堤西方照射灯

酒津港東三号防波堤灯台

案 内図 　 S=1:200,000

（鳥取県）

Ｎ

別紙２－３　所管標識位置図



図　　　書　　　名 種　　　　　　　別 備　　　　　　　考

LED灯器（Ⅲ型、高光度）

LED灯器用電源装置

LB-M６０型灯器

メタルハライドランプ点灯制御装置

本灯監視制御装置

無停電式灯台自動制御装置

ＬＭ型灯器（２０型３５Ｗ)

ＬＭ型灯器（３０型７０Ｗ、１５０Ｗ)

ＬＭ型灯器（６０型１５０Ｗ)

LED照射灯用灯器(LPL-1)

キセノン灯器(LPX-1)

有線式灯台監視装置

船舶気象通報端局装置

小電力給電装置

図 書 一 覧 表

完成図書
(取扱説明書）

別紙 ３



名　　　　称 規　　　格 対　象　機　器 用途

バッテリーテスター HIOKI 3551 蓄電池 蓄電池電圧、内部抵抗測定

テスタ HIOKI 3801 LED灯器等 電圧、電流値測定

サージ吸収素子テスタ 岳洋SATE-1 避雷用電源装置他 避雷素子良否判定

レベルメーター TT-3 送受信レベル測定

周波数カウンタ クロック発信周波数測定

有線式灯台監視装置

貸　与　測　定　器　一　覧　表

別紙 ４



番号 標　　　識　　　名 所　　在　　地 光　　源
標準交換
周期（日）

管　制　器 備　　　考

1 出雲日御碕サカグリ照射灯 島根県出雲市 HQI-T150W/WDL 450 LM型灯器(60型150W)

2 多古港南西方照射灯 島根県松江市 HQI-T150W/WDL 450
LM型灯器
（60型150W）

3 瀬崎シャグリ照射灯 島根県松江市 UXL-500S-1A 90 キセノン灯器

4 七類港船島照射灯 島根県松江市 HQI-T150W/WDL 450
LM型灯器
（30型150W）

5 美保関地ノ御前島照射灯 島根県松江市 HQI-T150W/WDL 450
LM型灯器
（60型150W）

6 長尾鼻灯台 鳥取県鳥取市
HCI-

TS150W/NDL/PB
900 LB-M60型灯器

電球等交換周期一覧表
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部　　　　品　　　　名 規　　　格
交換周期
（年)

備　　　考

各機器共通素子 照度センサー CdS（硫化カドミウムセル） 5 昼夜間検出用

定期交換部品一覧表

該　当　機　器　名
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標　　識　　名 所在地 区　分 幅(m) 長さ(m) 面積(㎡) 総面積(㎡) 備　　　考

手結北西方照射灯 島根県松江市 除草 － － 49 49 電柱の周囲7*7m

多古港南西方照射灯 〃 除草 － － 61 61 灯台敷地内

2 610 1,220 道路（階段部等は両側1m）

－ － 91
配電線路（電柱11本、支線18本の周
囲1mの範囲）

－ － 30 灯台周囲（舗床部の外側1mの範囲）

2 46 92 道路（階段の両側1m）

－ － 1,367
配電線路（№3～№18(638m)経路沿いに
幅2m、支線29本の周囲1mの範囲）

－ － 72 灯台周囲（舗床部の外側2mの範囲）

長尾鼻灯台 鳥取県鳥取市 除草 － － 1,129 1,129 灯台敷地内及び入口フェンス周辺

環境整備標識一覧表

除草は、繁茂時に行い、集草し通行に支障がないようにする。

津ノ和鼻灯台 〃 除草

七類港九島灯台 〃 除草

1,341

1,531
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【手結北西照射灯】 計49㎡

7m

S=7×7

=49㎡

S

7m



Ｓ＝（8×8）－（2×1.5＋3.14×0.5×0.5÷2）≒61㎡

2
,0

0
0

5
0
0

1
,5

0
0

5
0
0

2,000

拡大

【多古港南西方照射灯】 計61㎡

Ｓ

境界標×4

ＲＣ擁壁

灯塔



【津ノ和鼻灯台】 計1,341㎡（S1+S2+S3=1,341）

8.0m

9.0m

S3=1×1×π×(11+18)

=91㎡

支線周囲

電柱周囲

610m

S1

S1=610×(1＋1)

=1,220㎡

S2=9×8－7×6

=30㎡

S2

S3



【七類港九島灯台①】 計1,531㎡（S1+S2+S3=1,531）

11m

11m
S1=46×(1＋1)

=92㎡

S2=11×11－7×7

=72㎡

46m

S1

S2

7m

7m



S3=638×(1+1)+π×1×1×29

=1,367㎡

支線周囲

S3

638m

【七類港九島灯台②】



S＝318＋142＋165＋215＋94＋176＋（37×0.5）＝1129㎡

37,000

【長尾鼻灯台】 計1129㎡

⑥ 176㎡



様式 １ 

再委託（変更等）承諾申請書 

令和 年 月 日 

支出負担行為担当官 

第八管区海上保安本部長       殿 

 

請負者 住所 

氏名             印 

 

令和 年 月 日付け契約の「           契約（令和 年度   第 号）」

（契約金額（税込み）      円）に関して、下記のとおり申請するので、手続き方

お願いします。 

記 

 

１．再委託の（変更等）承諾を申請する相手方の名称、住所、業務及びその範囲、必要性、

業務の契約（予定）金額（総計） 

別紙「履行体制に関する書面」のとおり 

 

２．再委託の（変更等）承諾を申請する業務の契約金額の根拠［該当する項目に○を付す］ 

・業務の再委託に関し、当該業務の履行（予定）者から、入札書・見積書を徴収した

結果（この場合、その「写し」を添付） 

 

・継続的な履行関係が存在する（この場合、その証明書（契約書、協定書）の「写し」

を添付） 

 

・その他（ 令和 年 月 日付け提出した参考見積書等のとおり。 ） 

 

３．その他特記事項 

 

 

令和 年 月 日 

請負者氏名 

殿 

 

令和 年 月 日付けで申請のあった上記については、承諾したので、その旨通知する。 

なお、承諾内容等に変更等が生じる場合は、あらかじめ協議すること。 

また、当該承諾内容等の履行については、次のことを承諾の条件とする。 

① 請負者は、再委託の相手方に対し業務の適正な履行を求めること。 

② 請負者は、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書などの書類を提出させた場

合は、適切に保管し、事後において履行の確認ができるように徹底すること。 

③ 請負者は、注文者（支出負担行為担当官等）からの求めに応じ、②の書類の写し

を提出すること。 

 

支出負担行為担当官 

第八管区海上保安本部長       印 



別紙

【書式例】

令和　年　月　日

（再委託先１） （再々委託先１）

住所 住所

℡ ℡

代表者氏名 代表者氏名

担当業務範囲等 担当業務範囲等

（再委託先２） （再々委託先２）

住所 住所

℡ ℡

代表者氏名 代表者氏名

担当業務範囲等 担当業務範囲等

（再委託先３） （再々委託先３）

住所 住所

℡ ℡

代表者氏名 代表者氏名

担当業務範囲等 担当業務範囲等

（再委託先４）

住所

℡

代表者氏名

担当業務範囲等

（再委託先５）

住所

℡

代表者氏名

担当業務範囲等

株式会社○○○○

株式会社○○○○

株式会社○○○○

履行体制に関する書面

（請負者）

株式会社○○○○

株式会社○○○○

株式会社○○○○ 株式会社○○○○

株式会社○○○○

株式会社○○○○
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